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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第99期

第３四半期連結
累計期間

第99期
第３四半期連結
会計期間

第98期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 121,796,134 33,698,714 206,357,438

経常利益 (千円) 1,185,951 244,044 1,546,200

四半期(当期)純利益 (千円) 595,654 122,977 760,089

純資産額 (千円) ― 15,918,983 16,257,167

総資産額 (千円) ― 39,735,600 35,954,263

１株当たり純資産額 (円) ― 590.09 602.19

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 22.16 4.58 28.27

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― 39.9 45.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,239,477 ― △248,044

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △336,971 ― △123,419

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △555,376 ― △246,867

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 3,780,471 3,419,876

従業員数 (名) ― 290 293

(注)　１　従業員数は就業人員数を表示しております。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 290

(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向　者

を含む就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 267

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。
　
(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における各事業部門の成約状況は、次のとおりであります。
　

区分 成約高(千円) 成約残高(千円)

電力関連部門 16,251,598 61,136,268

化学機械関連部門 1,531,418 7,718,939

電子精機関連部門 2,219,872 6,708,826

環境・船舶関連部門 1,127,443 35,088,311

その他 798,811 982,068

合計 21,929,144 111,634,413

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における各事業部門の販売実績は、次のとおりであります。
　

区分 金額(千円)

電力関連部門 22,578,882

化学機械関連部門 5,776,672

電子精機関連部門 2,110,650

環境・船舶関連部門 2,370,432

その他 862,075

合計 33,698,714

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第３四半期連結会計期間

金額(千円) 割合(％)

中部電力株式会社 7,408,643 21.9

東北電力株式会社 4,288,181 12.7

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)経営成績の分析 

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国実体経済は、米国発の金融危機に端を発する世界経済の減速

や、急激な円高に伴う輸出の大幅な落ち込み等により、設備投資の抑制が強まり景気は急速に後退してお

ります。

　こうした情勢のもと、当社グループの業績は概ね堅調に推移し、総額では当第３四半期連結会計期間の

成約高は21,929百万円となりました。又、同期間の売上高は、33,698百万円となりました。

　売上高の部門別実績は、電力関連部門22,578百万円(構成比67.0%)、化学機械関連部門5,776百万円(構成

比17.1%)、電子精機関連部門2,110百万円(構成比6.3%)、環境・船舶関連部門2,370百万円(構成比7.0%)、

その他862百万円(構成比2.6%)となりました。

　一方で売上総利益は、1,436百万円、営業利益210百万円、経常利益244百万円、四半期純利益122百万円と

なりました。　

(2)財政状態の分析 

資産、負債及び純資産の状況 

(イ)資産の部 

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は39,735百万円となり、前連結会計年度末と比較して

3,781百万円の増加となりました。主な要因として売上債権の増加等により流動資産が4,471百万円増加

し、投資有価証券評価替え等により固定資産が690百万円減少したことによります。 

(ロ)負債の部 

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は23,816百万円となり、前連結会計年度末と比較して

4,119百万円の増加となりました。この主な要因は、仕入債務の増加等により流動負債が4,657百万円増加

し、その他の固定負債の減少等により固定負債が537百万円減少したことによります。 

(ハ)純資産の部 

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は15,918百万円となり、前連結会計年度末と比較して

338百万円の減少となりました。 この結果、自己資本比率は39.9%となりました。 

(3)キャッシュ・フローの状況 

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末と比較して

155百万円増加の3,780百万円となりました。内訳につきましては、以下の通りであります。

(イ)営業活動によるキャッシュ・フロー 

　営業活動の結果、増加した資金は758百万円となりました。増加の主な内訳は、税金等調整前四半期純利

益243百万円、仕入債務の増加額4,483百万円等であり、減少の主な内訳は売上債権の増加額3,832百万円、

法人税等の支払額292百万円等であります。 

(ロ)投資活動によるキャッシュ・フロー 

　投資活動の結果、減少した資金は184百万円となりました。減少の主な内訳は、有形固定資産の取得100百

万円、投資有価証券の取得86百万円等であります。

(ハ)財務活動によるキャッシュ・フロー 

　財務活動の結果、減少した資金は412百万円となりました。減少の主な内訳は、短期借入金の返済による

支出310百万円、配当金の支払99百万円等であります。 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

EDINET提出書類

東京産業株式会社(E02527)

四半期報告書

 5/25



　当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。 

(5)研究開発活動 

　該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第２四半期連結会計期間末において、重要な設備の新設、除却等の設備計画はありません。また、当第３

四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,678,48628,678,486
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は500株

計 28,678,48628,678,486― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

─ 28,678 ─ 3,443,284─ 2,655,431

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式
1,801,000

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式
26,640,000

53,280 ─

単元未満株式
普通株式
237,486

― １単元(500株)未満の株式

発行済株式総数 28,678,486― ―

総株主の議決権 ― 53,280 ―

(注)　１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権２個）含

まれております。

 ２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式19株、及び証券保管振替機構名義株式478株が含ま

れております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京産業株式会社

東京都千代田区
大手町２－２－１

1,801,000─ 1,801,0006.27

計 ― 1,801,000─ 1,801,0006.27

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 308 346 358 336 324 306 291 267 247

最低(円) 278 301 312 314 299 269 210 233 226

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

(1) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
執行役員
管理本部長

取締役
執行役員
管理本部長

兼情報システム室長

竹 田　 洋 平成20年８月１日

取締役
執行役員

営業第二本部長

取締役
執行役員

営業第二本部長
兼ケミカル

エンジニアリング第一部長

里見　利夫 平成20年10月１日

取締役
執行役員

営業第二本部長
兼ケミカル

エンジニアリング第三部長

取締役
執行役員

営業第二本部長
里見　利夫 平成21年１月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、養和監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,781,553 4,920,922

受取手形及び売掛金 ※3, ※4
 25,485,492 20,608,346

有価証券 1,086,937 621,157

商品 492,532 687,531

原材料 － 31,203

仕掛品 － 24,698

その他 651,631 1,234,926

貸倒引当金 △40,449 △142,835

流動資産合計 32,457,699 27,985,949

固定資産

有形固定資産 ※1
 2,675,175

※1
 2,588,017

無形固定資産 18,460 20,731

投資その他の資産

投資有価証券 3,157,964 4,068,438

その他 1,699,311 1,362,728

貸倒引当金 △273,010 △71,601

投資その他の資産合計 4,584,265 5,359,564

固定資産合計 7,277,901 7,968,314

資産合計 39,735,600 35,954,263

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 8,446,166 7,594,959

受託販売未払金 11,692,842 7,093,374

短期借入金 1,260,000 1,570,000

未払法人税等 203,847 362,625

引当金 160,796 371,255

その他 1,535,325 1,649,647

流動負債合計 23,298,979 18,641,862

固定負債

長期借入金 12,500 20,000

引当金 327,951 481,275

その他 177,185 553,959

固定負債合計 517,637 1,055,234

負債合計 23,816,616 19,697,096
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,443,284 3,443,284

資本剰余金 2,655,431 2,655,496

利益剰余金 9,849,053 9,522,223

自己株式 △531,969 △530,406

株主資本合計 15,415,799 15,090,598

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 306,899 959,540

繰延ヘッジ損益 △3,285 △2,129

土地再評価差額金 139,534 139,534

評価・換算差額等合計 443,147 1,096,945

少数株主持分 60,036 69,623

純資産合計 15,918,983 16,257,167

負債純資産合計 39,735,600 35,954,263
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 121,796,134

売上原価 117,197,131

売上総利益 4,599,003

割賦販売未実現利益戻入額 45,942

割賦販売未実現利益繰入額 46,113

差引売上総利益 4,598,833

販売費及び一般管理費 ※1
 3,585,509

営業利益 1,013,324

営業外収益

受取利息 21,919

受取配当金 150,492

その他 27,187

営業外収益合計 199,599

営業外費用

支払利息 17,100

その他 9,871

営業外費用合計 26,971

経常利益 1,185,951

特別利益

投資有価証券売却益 9,924

特別利益合計 9,924

特別損失

たな卸資産評価損 41,800

その他 23,080

特別損失合計 64,880

税金等調整前四半期純利益 1,130,995

法人税、住民税及び事業税 497,108

法人税等調整額 46,558

法人税等合計 543,667

少数株主損失（△） △8,326

四半期純利益 595,654
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 33,698,714

売上原価 32,261,791

売上総利益 1,436,922

割賦販売未実現利益戻入額 13,297

割賦販売未実現利益繰入額 △300

差引売上総利益 1,450,520

販売費及び一般管理費 ※1
 1,239,694

営業利益 210,825

営業外収益

受取利息 6,580

受取配当金 28,949

その他 10,937

営業外収益合計 46,467

営業外費用

支払利息 5,927

その他 7,321

営業外費用合計 13,249

経常利益 244,044

特別損失

ゴルフ会員権評価損 750

その他 49

特別損失合計 799

税金等調整前四半期純利益 243,245

法人税、住民税及び事業税 87,135

法人税等調整額 34,226

法人税等合計 121,362

少数株主損失（△） △1,094

四半期純利益 122,977
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,130,995

減価償却費 149,112

投資有価証券売却損益（△は益） △9,924

投資有価証券評価損益（△は益） 11,443

有形固定資産処分損益（△は益） 401

ゴルフ会員権評価損 11,235

貸倒引当金の増減額（△は減少） 99,022

賞与引当金の増減額（△は減少） △160,459

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △50,000

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

△153,323

受取利息及び受取配当金 △172,411

支払利息 17,100

売上債権の増減額（△は増加） △4,876,616

たな卸資産の増減額（△は増加） 250,900

仕入債務の増減額（△は減少） 5,431,574

未払又は未収消費税等の増減額 △60,201

その他 116,532

小計 1,735,382

利息及び配当金の受取額 172,501

利息の支払額 △16,495

法人税等の支払額 △651,910

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,239,477

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △209,643

有形固定資産の売却による収入 18,478

その他の無形固定資産の取得による支出 △1,683

投資有価証券の取得による支出 △187,496

投資有価証券の売却による収入 30,242

貸付けによる支出 △2,000

貸付金の回収による収入 15,129

投資活動によるキャッシュ・フロー △336,971

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,160,000

短期借入金の返済による支出 △1,470,000

長期借入金の返済による支出 △7,500

自己株式の取得による支出 △2,400

自己株式の売却による収入 740

配当金の支払額 △234,956

少数株主への配当金の支払額 △1,260

財務活動によるキャッシュ・フロー △555,376

現金及び現金同等物に係る換算差額 13,465

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 360,594

現金及び現金同等物の期首残高 3,419,876

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,780,471
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　会計処理基準に関する事項の変更

(1)　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を

第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下

げの方法)に変更しております。

　これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

 

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと

認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚

卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額
　　　(減損損失累計額含む) 1,861,386千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
　　　(減損損失累計額含む) 1,838,684千円

　２　偶発債務
・次のとおり銀行借入に対し保証
を行っております。
銀行借入
㈱バイオマスパワーしずくいし

 
・次のとおり支払債務に対し保証
を行っております。
支払債務
研精舎(上海)精密機械加工有限
公司

49,900千円

171,456千円

　２　偶発債務
・次のとおり銀行借入に対し保証
を行っております。
銀行借入
㈱バイオマスパワーしずくいし

 
　　　　　──────────

 
 

53,100千円

※３　手形裏書譲渡高 9,965千円 ──────────

※４　　四半期連結会計期間末日満期手
形の会計処理については、手形
交換日をもって決済処理してお
ります。
　なお、当第３四半期連結会計期
間末日が金融機関の休日であっ
たため、次の四半期連結会計期
間末日満期手形が、四半期連結
会計期間末残高に含まれており
ます。

受取手形
受取手形裏書譲渡高
支払手形

281,854千円
1,606千円
758,890千円

──────────

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給料手当
役員退職慰労引当金繰入額
賞与引当金繰入額
貸倒引当金繰入額

 
1,246,648千円
35,678千円
146,240千円
103,259千円

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日 至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給料手当
役員退職慰労引当金繰入額
貸倒引当金繰入額

 
420,157千円
12,099千円
103,484千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,781,553千円

有価証券(コマーシャルペーパー他) 998,917 〃

　　　計 5,780,471千円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 2,000,000 〃

現金及び現金同等物 3,780,471千円
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 28,678,486

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,802,957

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 134,406 5.00平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

平成20年11月10日
取締役会

普通株式 134,387 5.00平成20年９月30日 平成20年12月８日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい

変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める主たる事業の機械、器具、工具等卸売販売業の

割合が、いずれも90%を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90%を超えるため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。

　

　

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

590.09円 602.19円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 22.16円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

      ２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 595,654

普通株式に係る四半期純利益(千円) 595,654

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 26,878

　

第３四半期連結会計期間

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 4.58円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

      ２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 122,977

普通株式に係る四半期純利益(千円) 122,977

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 26,877

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

第99期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)中間配当については、平成20年11月10日開催の取

締役会において、平成20年９月30日の最終株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次
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のとおり中間配当を行うことを決議し、配当を行っております。

　　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 134,387千円

　　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　        5.00円

　　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成20年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月９日

東京産業株式会社

取締役会　御中

　

養和監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　長 谷 場　 達 雄　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　金　　子　　重 人　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京

産業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京産業株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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